
（参考資料） 

 

平成 23 年度の地価調査について 
 

  鑑定評価に用いる手法は、原価法、取引事例比較法、収益還元法の三方式であるが、震災以降の取引事

例が極端に少ない（ことが予想された）ため、震災により甚大な被害を受けた岩手県、宮城県、福島県の 3

県においては、阪神淡路大震災の際の対応を参考にして社団法人日本不動産鑑定協会(地価調査委員会)が作成

した『東日本大震災の被災地における平成 23 年度地価調査実施のための運用指針』に基づいて、被災地域の

基準地について鑑定評価を行った。 

  この運用指針は一定の目線で統一的な考え方ができるよう、震災により損なわれた価値の査定方法を示し

たものであり、 

  ①震災がなければ発揮していた効用 

（新たに不動産を取得しようとする意欲の増進、減退といったような選好性） 

  ②震災により発揮できなくなった効用 

（ア：鉄道や建物等都市機能の損壊による減価要因と、イ：個別地点ごとに異なる道路の状態や水道・

電気被害といった近隣地域に係る減価要因） 

 の２点を考慮して査定した震災減価率を、震災前の取引事例に加味して震災後の価格を求めるという方法と

なっている。 

  具体的には、被災した青森県から福島県の各市町村の被災状況に応じて統計的に定めたパラメータを、査

定表に用いて算出したものである。 

  
東日本大震災の震災被害に係る価格形成要因 

 ① 震災後遺症による減価要因 

   ・需要減退 

   ・地域的選好性（増減価要因） 

 ② 復旧までの効用価値の減少による減価要因 

  ア都市機能に係る減価要因 

   ・鉄道の被害 

   ・建物等都市機能の損壊状況 

   ・港湾機能（住宅・商業） 

  イ近隣地域に係る減価要因 

   ・土地利用不能（浸水、液状化、地盤沈下） 

   ・建築制限等 

   ・道路の状況（損壊、液状化、地盤沈下） 

   ・周辺建物の状況 

   ・水道、電気、下水道等の被害 

   ・港湾機能（工業地のみ）の低下 

   ・擁壁等の崩壊 

 

 
『東日本大震災の被災地における平成 23 年度地価調査実施のための運用指針』 

http://www.fudousan-kanteishi.or.jp/japanese/info_j/2011/eqguidelinep/eqguidelinep.html 
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